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冷戦終焉後、グローバル化の浸透と国際秩序の

変容が進む中、国家間協調が遅れる北東アジアで

は、地域形成の新たな行為体として地方自治体の

国境を超えた広域連携・協力が注目されてきた。

1996 年に誕生し、北東アジア６ヶ国 65 自治体

に拡大・深化した「北東アジア地域自治体連合」

（The Association of North East Asia Regional 

Governments：NEAR）がその典型である。

NEAR はこれまで、「地域間協定先行型ネット

ワーク」 2 として、相互理解による信頼関係の構

築、地域の発展と世界平和を基本理念に掲げ（憲

章第２条）、北東アジアにおける広域自治体間の

越境交流・共同事業を手がけてきた。NEAR 越

境協力の深化と拡大は、自治体先導の「北東アジ

ア・マルチ・ラテラリズム」 3 として、地域住民

の共通の地域アイデンティティ形成を促すとの期

待を増大させてきた 4。住民の生活に密着した交

流を活性化させ、地域の信頼醸成と利益共有を下

から促すという、非国家主体による地域秩序形成

への期待である 5 。

だが、NEAR 越境協力の実態は、「まだ文化交

流や経験交流で、点と点とにおける相互理解の促

進に力があったという評価が相当」 6 であり、依

然として緩やかな対話型フォーラムの域に留まっ

ている 7。高まる期待と裏腹に質的に停滞する

NEAR 越境協力は、中央政府から独立した地方

自治が未成熟な北東アジアの実相と課題を示して

いる。

本稿では、NEAR 越境協力の質的停滞要因であ

る地方の自律性に着目し、NEAR 拡大面の実態把

握と考察を通じて、展開期における北東アジア広

域自治体越境協力の特性変容の可能性と課題を明

らかにしたい。具体的には、96 年の NEAR 創設

以降を NEAR の展開期と位置づけ、NEAR が地

理的に拡大する実態とその背景を、体制移行国（中

国、ロシア、モンゴル）における地方政府の行動

様式の視角から考察する。これにより、NEAR 越

境協力が一段と国策連動性を強めていく可能性と

その問題点を明らかにし、NEAR が地域秩序形成

に貢献するための課題を抽出したい。

まず、深化・拡大する NEAR 越境協力が、質

的に停滞している実態とその課題を明らかにす

る。これにより、北東アジア広域自治体越境協力

に内在する問題の所在を明確にしたい。

90 年代初頭、北東アジアでは、国家間の関係
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改善や地方分権推進への期待などを背景に、地域

間のバイラテラルな交流密度が増加した。これに

伴い地域間の競争が加速するとともに、交流先の

地域情報や経済状況等の共有によるリスク分散の

ための情報交換の場の形成が志向された 8。こう

した中、日本の自治体が地方独自のイニシアティ

ブに基づき、友好関係にある対岸の自治体を呼び

集め、93 年 10 月８日に島根県で開催したのが、

広域自治体対話「北東アジア地域自治体会議」で

ある。同会議では、日本、中国、韓国、ロシアの

４ヶ国９自治体が参加し、地域間交流事業の共同

実施などが決められた（島根宣言）。翌 94 年の第

２回会議（兵庫県）で自治体間国際組織の創設が

提唱され、95 年の第３回会議（ロシア・ハバロ

フスク地方）を経て、96 年９月、第４回会議（韓

国・慶尚北道）において第１回総会を併催し、「憲

章」を採択、NEAR が誕生した（慶尚北道宣言）9。

発足当初、日中韓ロの４ヶ国 29 自治体であっ

た構成自治体は、98 年にモンゴル、02 年に北朝

鮮、さらに 06 年には多くの新規自治体が加わり、

６ヶ国 65 自治体に拡大した。組織とフォーマル

なルールも整備され、制度化は一定段階に達して

いる 10。総会・実務委員会・事務局等から構成さ

れていた組織は、効率的・合理的運営を図るため、

各国代表者で構成する実務小委員会、分野別補助

機関の分科委員会などが加わり、階層化した。議

長自治体による持ち回り制であった事務局は、05

年５月に常設事務局が開設され（慶尚北道浦項

市）、二分化した。議決方式に採用された多数決

制（憲章第９条）11 に加え、経費負担制度には会

議開催経費の一部分担制が導入され（憲章第 15

条）、機能的なルールも整備された。

NEAR の活動領域も深化と拡大を遂げている。

交流事業の出発点となったのが、97 年９月に実

施された「NEAR 交流の船」事業である 12。その

後、98 年に設置された分科委員会の活動ととも

に、交流・共同事業は多様化・量的拡大を遂げて

いく。当初、一般交流、文化交流、環境、防災、

経済通商の５分野であった分科委員会は、04 年

に辺境協力、06 年に科学技術が加わり、７分野

に拡充した。さらに現在では、海洋・漁業、観光

の２分野の新設、一般交流と文化交流の再編統合

などが議論されている。各分科委員会の主な事業

を時系列で整理したのが、表１である。

】主な事業は、①人材育成

アクションプログラムの策定・実施、②人材育成

事業の取組状況の調査、③北東アジア 21 世紀女

性会議の支援、④北東アジアの調査研究機関リス

トの策定・拡充、⑤各自治体のホームページ作成

状況の調査、⑥日本海学の支援、⑦ NEAR 記章

の策定、⑧ホームページのリンク「北東アジア６

カ国共同の家｣ などである 13。人材育成や情報交

流が中心であり、その多くが富山県提案の事業で

ある。

 01 年の第１回分科委員会

以降、中断しているが、｢文化交流分科委員会ホー

ムページ｣ の開設を通じ、構成自治体の文化交流

事業に関する情報交流を可能としてきた 14 。

】主な事業は、①日本海・黄海

沿岸の海辺の漂着物調査、②北東アジアの渡り鳥

に関する共同調査、③北東アジア地域国際環境シ

ンポジウム、④北東アジア青少年環境シンポジウ

ムなどである 15 。08 年には③・④を発展させた

⑤北東アジア地域環境体験プログラム、国家間

環境協力 16 に反応した⑥黄砂を対象とした広域

的モニタリング体制の構築事業などが加わる見込

みである。環境教育や NGO とのパートナーシッ

プの視点が重視されているほか、各自治体の環境

施策の事例紹介という環境問題の認識共有段階か

ら、共同調査など共通手法による共同モニタリン

グの段階に達していることが特徴である。また、

海辺の漂着物調査の調査結果が日本政府や国際機

関において基礎資料として利活用されるなど、一

定の成果も果たしている 17。

】防災対策の情報交流のほか、

阪神・淡路大震災の教訓を踏まえた兵庫県の取組
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みに関する防災研修等が実施されている。視察な

どの「情報交流型研修」に加え、07 年にはハザー

ドマップ作成研修など実践能力の向上を図る「参

加課題解決型研修」が加わった。

主な事業は、①北東ア

ジアビジネス促進会議、②北東アジア国際経済

フォーラム、③多者間貿易商談会、④インターネッ

トを活用した経済交流インフラ「経済通商ネット

ワーク」の構築などである。①は 07 年に②へと

発展し、③がこれらと併催される。④の「経済通

商ネットワーク」は、慶尚北道が約 180 万ドルを

負担し、06 年５月に開通した。

】05 年に第１回分科委員会

が開催され、表２の決議が合意された。

】 07 年に第１回分科委員会

が開催され、各自治体における科学技術開発の現

状、支援・育成策に関する情報交流等が行われた。

以上のように NEAR 越境協力が多様化・量的

拡大を遂げてきたのは、NEAR の事業を規定し

た憲章第３条が、単なる友好交流や経済交流に留

まらない幅広い事業を可能としていたことに背景

がある 18。だが、地域秩序形成に向けた影響力と

いう観点から各事業を捉え直すと、質的に停滞し

ている NEAR 越境協力の実相が浮き彫りとなる。

まず、事業参加自治体の傾向を見ると、参加率

は概ね低く、ばらつきが見られ、構成自治体の多

くが参加する面的な事業が形成されていない。一

般交流分科委員会の「人材育成アクションプログ

ラム」では様々な提案が行われているが、採択さ

れたのは富山県と島根県の事業のみである。環境

分科委員会でも実施されたのは富山県提案の事業

がほとんどで、他の自治体が提案した事業は参加

希望が少なく共同事業に発展していない 19。また、

辺境協力分科委員会が 07 年に予定していた第２

回分科委員会は、参加希望が少なく延期された。

次に、事業形態の傾向を見ると、シンボリック

な情報交流型事業が中心で、中長期的な協力事業

への発展が乏しく、独自の行動規範を形成するに

至っていない。環境分科委員会による海辺の漂着

物調査や黄砂の広域的モニタリング体制の構築事

業など協力事業の萌芽も見られるが、「法的拘束

力を持たない共通の環境対策計画」20 の策定に向

けた動きは見られない。

このように NEAR 越境協力が停滞する背景に

は、NEAR の制度的限界が反映している。第１

に、事業運営の協働性や協調面の確保にとって重

要な「会費制」が棚上げにされていること 21。現

行の提案自治体主導型の個別プロジェクト方式で

は、分科委員会所属自治体であっても事業参加の

オブリゲーションは無く、インセンティブも低

い。第２に、一度総会に参加すれば会員とみなす、

という「みなし会員」制度がインフォーマルに運

用されてきたこと。これにより、事業参加に消極

的な自治体も NEAR に包摂されるため、中長期

的な計画策定が困難になるなど組織運営と活動を

停滞させる。第３に、会議の準備・運営機能を果

たす議長自治体制度と、連絡・調整・情報集積機

能を果たす常設事務局とが併存するなど、NEAR

の方向性を決定づける権限配分が不明瞭であるこ

と。

こうした実効性の低いルールや不明瞭な権限配

分といった NEAR の制度的限界は、経済の発展

段階や政治体制の異なる北東アジアに内在する、

自治体・地方政府の制約要因から導出されよう。

すなわち、北東アジア自治体・地方政府の利用可

能な資源と権限の範囲にある制約である。実際、

会費制が棚上げにされた背景には、各国の経済格

差による自治体間の財政規模の差に加え、仮に会

費制を採用すると中央政府の許可が必要となる中

国側自治体の事情が大きかったとされている 22。

こうした北東アジアの広域自治体に内在する制約

要因が、依然として NEAR を緩やかな協議体に

規定していると言えよう。
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北東アジア越境協力における地方の内在的制約

要因については、これまでもつとに指摘されてき

た。日本の自治体が北東アジア越境協力の推進力

であった 80 年代後半から 90 年代、地方の自律性

や国際政策の実効性への期待 23 が高まる一方で、

それを疑問視する指摘が見られた。例えば、各都

道府県の国際化政策を検証した岩田は、自治体国

際化政策の多くが中央政府の計画・指針の範囲内

で実施された中央政府追随型の政策追求であると

結論づけた 24。また、戦後日本の中心的国際問題

であった戦後処理・安全保障・経済摩擦・外国人

労働者問題などの広島圏における影響と地域社会

の対応を考察した中逵は、自治体等の対処能力の

欠如や中央依存的な地方政治構造等を明らかにし

た 25。さらに、札幌・新潟・金沢等の自治体国際

政策を検証した Rozman は、困難な北東アジア

国際環境という外的要因とともに、地方分権化の

停滞状況から北東アジア自治体越境協力に懐疑的

評価を下している 26。

このように、地方に内在する制約要因があった

とはいえ、前述のように、日本の島根県・富山

県・兵庫県、そして 95 年の金泳三による「世界

化」構想以降、地方の国際政策を推進する韓国・

慶尚北道を中心に 27、限られた資源と権限の中で、

NEAR 越境協力は深化・拡大してきた。中央か

らの分権が一定程度、法的に保障されている日本・

韓国の自治体の活動を媒介として、地方自治が未

成熟な中国・ロシア・モンゴルなどの体制移行国

に NEAR が拡大していったのである。ではなぜ、

地方の自律性がより制限されている体制移行国

が、NEAR に参加・拡大していったのであろうか。

また、それにより NEAR 越境協力の特性が変容

する可能性と問題点はないのであろうか。

本稿では、体制移行国（中国、ロシア、モンゴル）

の中央－地方関係に分析の焦点を置き、NEAR

の体制移行国への地理的拡大の実態とその背景を

考察する。これにより、中央・地方一体となっ

た体制移行国の行動様式が NEAR 拡大の背景に

あった構図と、それにより NEAR の特性が一段

と国策連動的となっていく可能性及びその問題点

を明らかにしたい。

以上の分析視角を理念的に図示したのが、図１

である。ここでは北東アジア秩序の諸要素を、①

国家間関係、②中央－地方関係、③地方－市民（住

民）関係、④市民（住民）間関係、そして⑤広域

自治体越境協力（NEAR）と定義・分類した。②

の中央－地方関係において、広域自治体の自律性

が一定程度認められる場合、住民に近い政策決定

や市民・住民参加の契機を重視する自治体外交の

特性 28、いわば③の地方－市民（住民）関係にお

ける緊密性を反映し、NEAR 越境協力の特性は、

④の市民（住民）交流の媒介的位置（⑤）に接近

する。一方で、②の中央－地方関係において、広

域自治体の自律性が十分でない場合、国策連動的

な地方政府の行動様式を反映し、NEAR 越境協

力の特性は、①の国家間関係の媒介的位置（⑤ ́）

に接近する。日本・韓国が推進力となっていた

時期の NEAR 越境協力は、市民交流の媒介的位

置（⑤）を志向する傾向にあったが、財政難の日

本の自治体が消極的傾向を示すとともに、体制移

行国の地方政府が NEAR に集合してくるにつれ、

NEAR 越境協力は国家間関係の媒介的位置（⑤ ́）

へとその特性を拡幅させているのではないか。こ

れが本稿の問題意識と分析視角である。以下、具

体的に検証していきたい。
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まず、NEAR の地理的拡大について各国の特

徴を整理し（表３）、展開期における北東アジア

広域自治体越境協力の傾向を把握する。

】歴史的に環日本海交流に積極的な日本海側

の自治体が中心である。環黄海交流に積極的な九

州、北方圏交流に積極的な北海道、まして太平洋

側自治体への拡大は見られない。

】当初より参加自治体数は少ないものの、

00 年に寧夏回族自治区、06 年には湖北省と湖南

省に拡大した。ただし、東北地方の吉林省と遼寧

省には拡大していない。

当初より道レベル自治体すべてが参加し

ていた。00 年には釜山広域市、06 年には大邱広

域市にも拡大した。

】98 年に沿海地方、02 年にウスチオルダ・

ブリヤート自治管区、06 年にはシベリア連邦管区

に属する４つの連邦構成主体にも拡大した。

】98 年に中央県が参加し、02 年にはセ

レンゲ県、さらに 06 年にはウランバートル市ほ

か 20 自治体へと急拡大した。これにより、広域

自治体の参加率は 100％となった。

】02年に咸鏡北道と羅津先鋒市が参加した。

このように日本を除く各国地域で、NEAR の

地理的拡大が進んでいる。こうした傾向は総会へ

の参加自治体数の推移からも読み取れる（図２）。

とくに 06 年総会では、日本・北朝鮮を除き、中国・

韓国・ロシア・モンゴルの増加傾向が顕著である。

こうした中韓ロモにおける自治体・地方政府

の NEAR への集合と日本の自治体の離散傾向は、

北東アジア越境協力が新たな局面を迎えているこ

とを示唆していよう。
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次に、NEAR の地理的拡大の中でとくに顕著

な傾向を示している体制移行国（中国・ロシア・

モンゴル）の地方政府が、NEAR に参加・拡大

する背景を、各国の中央－地方関係および中央政

府の対外政策に焦点を当てて考察してみたい。

中国では、共産党の組織原理である「民主集中

制」が国家機構にも適用され、原則的に地方のあ

らゆる活動は中央の統一的な指揮の下で実施され

る 29。地方の「国家行政機関」である地方各級人

民政府は、「国家権力機関」の地方各級人民代表

大会に責任を負う一方、中央政府たる国務院を頂

点とする各級政府の序列に従って命令・服従関係

に置かれる 30。「二重の従属（双重従属）」と呼ば

れる中央統制の構図がこれである 31。

「地方行政組織法」（79 年制定、82 年・86 年・

00 年改正）では、省・自治区・直轄市の人民代

表大会および常務委員会、さらに省・自治区の政

府所在地と、国務院の承認を得た一部の大都市の

人民代表大会および常務委員会に、「地方的法規」

の制定権を付与している。立法制度面では緩やか

な地方分権が進展しているとはいえ、地方各級の

人民代表大会および常務委員会はあくまで地方の

「国家権力機関」であって「地方権力機関」では

無く、党中央の立法統制下にある 32。

中央統制が貫徹されるこうした構図の下、地方

政府の対外戦略にも中央政府の対外政策が浸透す

る。姉妹都市提携に関する「友好城市工作管理規

定」（05 年５月）が、①国家総体外交、②経済発

展志向、③統一性維持の３つを姉妹都市提携の目

的に掲げたことは、地方政府の姉妹都市提携が国

家外交の有力な手段であることを示唆している 33 。

中国の対外政策は、92 年の「南巡講和」以降、

急激な経済発展の副産物として浮上した「中国脅

威論」の中で、孤立回避、大国への成長、脅威論

の払拭、といった政策課題に直面し、アジア地域

秩序への関与の姿勢を鮮明にしてきた 34。90 年代

を通じ、従来の全方位外交を踏襲しつつ、多国間

主義へと東アジア政策を旋回させていく。94 年

に ASEAN（東南アジア諸国連合）地域ファーラ

ム（ARF）に加盟したほか、97 年のアジア通貨

危機を契機に、ASEAN+ ３（日中韓）協力にも

積極的に関与し始める。２国間関係でも、96 年

にロシア、98 年に韓国と「戦略的パートナーシッ

プ」関係を樹立し、日本とは 98 年に「友好協力

パートナーシップ」を締結した。対ロ関係では、

01 年に「中ロ善隣友好協力条約」を調印、04 年

には中ロ東部国境補足協定によって国境問題の法

的決着を図るなど、経済面の協力を緊密化する傾

向にある。

このように 90 年代以降、対外経済依存の成長

路線を踏襲しつつ、東アジアの多国間主義に積極

関与する中央政府の対外政策が、地方政府の対

外戦略にも浸透していった。中国の地方政府が

NEAR へ参加・拡大していく背景には、こうし

た制度的な基本構図があったと言えよう。

ロシアでは、連邦制の権限が、連邦中央・連邦

構成主体（共和国・地方・州・自治州・自治管区、

連邦的意義を持つ市）・地方自治体の３層構造に
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なっており、NEAR を構成する「連邦構成主体」

は、「国家権力機関」に位置づけられている。

エリツィン政権の 90 年代、中央－地方関係が

混乱し、連邦構成主体の大統領・行政長官の政治

的比重は拡大した。とはいえ、連邦構成主体が「国

家権力機関」としての位置を脱却したわけではな

く、非効率な運営が地方ガバナンスを低下させ、

密輸などの犯罪、地方官僚の腐敗などを招来した。

00 年に誕生したプーチン政権は、これらを改善

するため、一連の連邦制度改革により一段と中央

統制の強化を図っていく 35。00 年に連邦管区連

邦大統領全権代表の制度を導入したほか、連邦法

に違反した地方の指導者の解任および立法議会の

解散手続きの導入に関する法律が発効した。04

年には、連邦構成主体首長の公選制を廃止し、連

邦大統領が提案した次期首長候補者を当該連邦構

成主体の議会が承認する手続きを定めた 36。

このように中央統制が継続・強化される制度的

構図の下、地方政府の対外戦略にも連邦政府の対

外政策が浸透する。

ロシア連邦政府の東アジア政策は、86 年のゴ

ルバチョフによる「ウラジオストク演説」以来、

極東地域の復興を軸に、近隣諸国との関係改善・

協力を推進してきた 37。対中関係は 89 年に正常

化し、92 年に共同声明調印、96 年に「戦略的パー

トナーシップ」関係を樹立した。韓国とも 90 年

に国交樹立。日本とは 90 年代後半の橋本首相に

よる「ユーラシア外交」の提唱により関係強化が

目指され、経済関係は好調となった。00 年以降

のプーチン政権では、「中ロ善隣友好条約」締結、

上海協力機構（SCO）設立など、緊密な対中関係

を維持する一方、豊富なエネルギー資源等を利用

しつつ、対外的影響力の拡大を目指してきた。07

年には極東地域の社会・経済活動を調整するため

の国家委員会が創設され、同年８月、従来の地域

発展プログラムを見直した「2013 年までの極東・

ザバイカル地域経済社会発展連邦特別プログラ

ム」が承認された 38。

このように 90 年代以降、極東地域の復興を軸

に、東アジア諸国との関係改善、多国間主義への

積極関与を模索する連邦政府の対外政策が、連邦

構成主体の対外戦略にも浸透していった。ロシア

の連邦構成主体が NEAR へ参加・拡大していく

背景にも、こうした制度的な基本構図があったと

言えよう。

モンゴルでは、地方制度の基本的単位である「行

政・領域の単位」（県、首都、郡、区）の管理は、

「地方自治の原則と国家的管理の結合」に基づい

て行われる 39。「行政・領域の単位」の長である

行政長は、各議会の推薦に基づき、上級単位の行

政長（県と首都は総理大臣）が任命する。行政長

は各議会の決定を執行するとともに、「国家的行

政の代表者」として、政府と上級行政長に対し責

任を負う。こうした「地方自治と国家の管理の結

合」の実体は、地方の租税および税外収入の賦課

徴収制度に見られる。租税および税外収入に関わ

る行政事務は、地方の歳入となるものであっても

地方が直接執行せず、中央の租税庁の出先である

税務署を経由して交付される 40。

国家的管理が貫徹されるこうした制度的構図の

下、地方政府の対外戦略にも中央政府の対外政策

が浸透する。

中ロ大国間に挟まれ、「独立維持」が建国以来

の基本課題であったモンゴルの東アジア政策は、

86 年のゴルバチョフによる「モンゴル駐留ソ連

軍の一部撤退」表明以降、対ソ依存が解消に向か

う反面、対中関係が修復された 41。90 年の体制

移行開始以降、94 年には全方位外交を基本方針

に掲げ、中ロとの等距離外交の構築、近隣アジア

諸国・西側先進諸国との関係強化に乗り出した。

96 年には初の非共産党系政権が誕生し、中ロ関

係最優先から対米関係重視路線へと変更した。90

年代後半以降は、98 年の ARF 加盟、00 年の太

平洋経済協力会議（PECC）準加盟、05 年の東南

アジア友好協力条約（TAC）加盟のほか、アジ
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ア太平洋経済協力会議（APEC）、アジア欧州会

合（ASEM）、東アジア首脳会議（EAS）など多

国間主義への参加を積極的に模索している。

このように 90 年代以降、中ロ等距離外交と全

方位外交、東アジア多国間主義への積極関与を模

索する中央政府の対外政策が、地方政府の対外

戦略にも浸透していった。モンゴル地方政府が

NEAR に参加・拡大していく背景にも、こうし

た制度的な基本構図があったと言えよう。実際、

20 ものモンゴル地方政府が NEAR に参加した 06

年は、中央政府がチンギス・ハーン即位 800 周年

にあたる同年を「大モンゴル建国 800 周年」と定

め、民主化以降約 15 年を経過した自国を世界に

広く宣伝すべく、様々な記念行事を通年で実施し

ていた。NEAR への参加がその一環であると推

測するに余りある。

以上のように、地方自治が未成熟な体制移行国

では、地方政府とくに広域地方政府の行動は、中

央政府の政策に連動あるいは敏感に反応する。体

制移行後の対外経済移依存の成長路線の下、中央・

地方一体となった対外戦略の推進という基本構図

に、体制移行国への NEAR 拡大の背景があった

と考えられる。こうした傾向は、分科委員会の所

属状況（表４）や、分科委員会新設の背景などか

らも読み取れる。

中国では、経済通商に山東省・遼寧省、辺境協

力に黒龍江省・遼寧省、文化交流に山東省がそれ

ぞれ所属している。経済通商や辺境協力に傾斜す

るこうした傾向は、経済成長路線とともに、戦略

的パートナーシップ構築以降、実務的な対ロ協力

を志向する中央政府の政策が反映していると言え

よう。また、07 年に山東省が海洋・漁業分科委

員会の新設を提案した背景には、02 年に「海洋

の開発」政策を掲げ、03 年にロシアと「海洋領

域における中ロ協力の協定」を締結するなど 42、

積極的に資源開発協力を進める中央政府の対外政

策に、山東省が連動したものと考えられる。

ロシアでは、経済通商・環境に８、辺境協力・

文化交流・防災に５、一般交流に３の連邦構成主

体がそれぞれ所属している。中でも辺境協力につ

いては、ハバロフスク地方が 04 年に創設し、06

年以降はアムール州がコーディネート自治体を務

めてきた。経済通商、環境、そして辺境協力に傾

斜するこうした傾向は、極東地域の経済復興を掲

げ、中ロ国境協力の推進と環境問題に直面するロ

シア連邦政府の政策が反映していると言えよう。

辺境協力分科委員会の創設の背景も同様である。

ロシア連邦政府が、01 年２月、国境協力に関す

る連邦政府の政策を連邦構成主体が着実に実行す

べき任務と方向性を定めた「国境協力構想」を批

准し、国境協力に関する中央と地方の管理・権限

の範囲などを規定した「国境協力法案」も起草す

るなど、国境協力に積極的に乗り出したことに、

ハバロフスク地方が連動したものと考えられる。

実際、辺境協力分科委員会を提唱した 04 年の第

５回総会においてハバロフスク地方は、辺境地域

の経済を発展させるため国境協力を調整する法律

と国境貿易法の制定が重要、との認識を示してい

る 43。

モンゴルでは、環境・一般交流に中央県・セレ

ンゲ県、辺境協力にセレンゲ県、防災に中央県が

それぞれ所属している。環境への所属は、砂漠化

などの環境問題に直面し、国際協力を推進するモ

ンゴル政府の政策が反映していると言えよう。ま

た、モンゴルでは 02 年に「自由貿易地域法」が

制定され、アルタンブラグというロシア国境に近

いセレンゲ県の町に自由貿易地域が設定された。

これに歩調を合わせたように、セレンゲ県が 02

年に NEAR に加入し、ロシア主導の辺境協力分

科委員会に所属した。
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以上の考察により、中央・地方一体となった体

制移行国の行動様式が NEAR の地理的拡大の背

景にあった構図が明らかとなった 44。こうした考

察結果は、さらに NEAR 越境協力の特性変容の

可能性と課題も示唆している。

NEAR 越境協力の推進力が日本・韓国の自治

体であった時期には、地方の自律性という内在

的制約要因があったとはいえ、限られた資源と

権限の中で、経済交流とともに市民・住民の生

活に密着した生活圏交流が志向されていた。し

かし、日本の自治体が離散傾向を示すとともに、

国策連動的な体制移行国の地方政府が NEAR に

集合し始めることにより、NEAR 越境協力は一

段と国策連動的となる可能性を包摂することと

なった。すなわち NEAR の特性が、国益に基づ

く政策協調空間へと拡幅する可能性がある、と

いう推論である。

こうした NEAR の特性変容の可能性は、NEAR

の役割・機能を国家間関係の媒介へと拡幅させる

とともに、国家間の対立要素が NEAR に移植さ

れる可能性も示唆している。Arase が指摘したよ

うに、北東アジア越境協力はそれ自身によって、

「ハイポリティクスの問題を解決することはない

かもしれない」が、「自治体によって企画・実施

された緊張緩和的な貿易中心の関与戦略」として、

「北東アジア域内の協力習慣と相互利益を構築す

る」45 ことになるかもしれない。だが一方で、中

央政府では不可能な協力分野への取組みや住民参

加・市民交流の契機を重視する自治体外交の特性

を、後背に押しやることになりかねない。NEAR

越境協力に期待された「越境する市民同士の交流

の媒介、すなわち交流の制度的インフラ」46 とし

ての役割・機能を後退させてしまう、という懸念
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である。

以上のように、体制移行国への地理的拡大に伴

う NEAR の特性変容の可能性は、展開期におけ

る北東アジア広域自治体越境協力の可能性と問題

点を示唆していよう。

本稿では、NEAR 越境協力の拡大面の考察を

通じ、展開期における北東アジア広域自治体越境

協力の特徴と課題について、次の３点を明らかに

した。第１に、日本を除く北東アジア地域、とく

に体制移行国における地方政府へ NEAR が拡大

し始めたことにより、展開期における北東アジア

広域自治体越境協力が新たな局面を迎えているこ

と。第２に、その背景には、地方自治が未成熟な

体制移行国の行動様式、すなわち体制移行後の対

外経済依存の成長路線の下で、中央・地方一体と

なった対外戦略を推進するという基本構図があっ

たこと。第３に、こうした国策連動的な体制移行

国の地方政府が NEAR に集合してくることによ

り、NEAR 越境協力が一段と国策連動性を強め

る可能性を包摂するとともに、そのことが市民交

流の媒介という NEAR に期待される役割・機能

を後退させる懸念があること―の３点である。

今後、マルチラテラルな組織形態の制度化が

一定段階に達した NEAR が、以上の課題を克服

し、北東アジア秩序形成に貢献していくためには、

NEAR を構成する自治体・地方政府内の市民社

会の成熟と交流が必要条件と思われる。そのため

には、NEAR 自体の交流蓄積と同時に、構成自

治体間、さらに基礎自治体をも巻き込んだ形での

バイラテラルな市民・住民交流の取組みを一段と

充実させる必要があるだろう。
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The Progress of Cross-Border Cooperation by Upper-level Local Governments in 

Northeast Asia : Case Study on NEAR

Kenji Nakayama (Waseda University Graduate School of Social Sciences)

The objective of this paper is to analyze 

the attributes of exchanges and cooperation 

through NEAR (the Association of North East 

Asia Regional Governments), a representative 

cross-border cooperation organization in North-

east Asia. It especially focuses on grasping the 

circumstances of joint projects through NEAR, 

and on examining some factors of membership 

expansion to the transition countries lagging ex-

tremely behind in decentralization. 

The paper found that the joint projects 

through NEAR have been stagnating in terms of 

quality, while they got diversified and broadened 

into several areas. It also indicated that, behind 

the background of geographical expansion of 

NEAR, the transition countries are promoting 

external strategies to engage in Northeast Asian 

multilateralism under developmental policies 

jointly pursued by both national and local gov-

ernments. Thus, taking the tendency of NEAR's 

activities to be linked with international relations 

in Northeast Asia into consideration, it may 

extinguish the characteristic of diplomacy by lo-

cal autonomy promoting citizen-level exchanges 

across national borders. 

In order for NEAR to contribute to the 

construction of the Northeast Asia region order 

hereafter, it will need to accumulate the num-

ber of exchanges within the organization and to 

increase the bilateral citizen-level exchanges be-

tween NEAR members by involving the lower-

level local governments.
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